平成18年9月4日

羽曳野市事業者連絡協議会


平成18年４月改正の留意事項について
羽曳野市保健福祉部高年介護課

１．はじめに

　(1)　運営等基準及び算定（報酬）基準に基づく運営上の点検等について

介護保険法改正の施行に伴う制度的な見直しに対応した介護サービス事業者等の運営等基準及び算定（報酬）基準の改正がなされ、5カ月が経過した。

今回の改正は、①中重度者への支援強化、②介護予防、リハビリテーションの推進、③地域包括ケア、認知症ケアの確立、④サービスの質の向上、⑤医療と介護の機能分担・連携の明確化、を基本的な視点としてサービス全般にわたって全面的な改正となった。

　　当然のことながら、運営等基準及び算定（報酬）基準は、法令上の遵守規定であり、今一度、厚生労働省が発した基準省令、告示、解釈通知、Ｑ＆Ａ事務連絡等を熟知いただき、及び運営にあたって常に確認、点検をしていただきたい。
　(2)　大阪府の集団指導の資料の確認等
大阪府(健康福祉部医務・福祉指導室)では、平成18年度介護保険指定事業者集団指導（平成18年4月28日）及び平成18年度指定居宅介護支援事業者集団指導（平成18年8月25日）を開催した。会議の資料には、運営等基準及び算定（報酬）基準及び厚生労働省のＱ＆Ａ事務連絡等が記載され、当該の内容は、大阪府介護保険事業者支援センターのホームページに掲載されているので、各事業所において、内容を熟知していただいたうえ、事業所内で周知徹底していただきたい。

　(3)　大阪府の実施指導において特に指導（指摘）が多い事項について（羽曳野市内事業所への大阪府実地指導、法人指導等を踏まえて）
制度改正以前から運営基準において定められている内容について、大阪府の実地指導において特に指摘、指導が多い事項は以下のとおりである。
　　①　運営規定の内容と重要事項説明書における内容に差異が見られるものがある。

②　医療系サービスを位置づけるに当たって、主治医等の指示内容（必要性・具体的な実施方法・実施期間等）が居宅介護支援経過に記載されていないもの。

　　③　事業所ごとに、翌月の勤務予定表が作成されていない。
　　④　従業者の退職後の秘密保持について、雇用契約書等において取り決めがなされていない。

　　⑤　個人情報の使用書を重要事項説明書・契約書とは別に作成されていない、また、利用者及びその家族から文書による同意を得ていない。

　　⑥　苦情・事故・相談・ひやりはっとについて、台帳の作成、記録があまりなされていない。（苦情については、わずかなことと思えることについても記録を残すように、ひやりはっとについても、申し送り事項等について台帳に落としておき、事例研修、スタッフミーティングで対応していき、事業所のレベルアップにつなげるように）

２．制度改正に伴う実施上の留意事項について
　　以下、サービス種類ごとに、大阪府集団指導（資料）から、特に重要と思われる事項をとりまとめたものである。
１．居宅介護支援
(1)　運営基準減算（所定単位数の100分の70にて算定。２カ月以上継続している場合においては、所定単位数の100分の50にて算定（改正））について
①　居宅サービス計画の新規作成及び変更において、当該事業所の介護支援専門員が、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接し、計画作成のアセスメントを行っていない場合。

②　居宅サービス計画の新規作成及び変更時において、サービス担当者会議あるいはサービス担当者に対する照会等を行っていない場合
原則サービス担当者会議を開催すべきものであるということ。サービス担当者会議の開催については、各サービス担当者（利用者が利用するすべてのサービス担当者）に先ず打診をすること。その結果、日程調整が出来なかった等やむを得ない場合においてのみ意見照会とし、照会内容については所定の標準様式５に記録しなければならない。
　　③　利用者の同意を得た居宅サービス計画を利用者及びサービス担当者に交付していない場合
　　・　交付すべき計画書は、第１表「サービス計画書（１）」、第２表「サービス計画書（２）」、第３表「週間サービス計画表」
　　・　サービス担当者に対する計画書の交付は、利用者が利用するすべてのサービス担当者に交付すること
　　・　計画変更によりサービス種類が増えた場合、変更後の計画書等を以前から利用していたサービス担当者にも交付すること
　　・　サービスの種類が減った場合も同様に、引き続き利用されるサービスの担当者に変更後の計画書等を交付すること
　　・　計画書（１）の認定の有効期間が変更になるが、それ以外は変更とならない場合についてもあらためて計画書の交付が必要（朱書き訂正不可）

　　④　次の場合において担当者会議あるいはサービス担当者に対する照会等を行っていない場合
　　・　要介護認定→要支援認定、要支援認定→要介護認定

　　・　要介護あるいは要支援の更新認定を受けた場合

　　・　要介護認定を受けている利用者が区分変更の認定を受けた場合
　　　上記の機会は、サービスの見直しのタイミングであり、必ず利用者が利用するすべてのサービス担当者と利用者又は家族と行うこと。

（例：２月末で有効期間が終了する利用者については、２月あるいは３月中に行えば減算は生じない。４月に入って行った場合は、３月分は減算となる）

⑤　介護支援専門員が、モニタリングのため１カ月に１回以上利用者の居宅を訪問していない場合

・　特段の事情がない限り、その月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算となる。特段の事情とは、あくまでも利用者の都合で訪問出来なかった場合であり、介護支援専門員の都合により訪問出来なかった場合は、特段の事情に該当せず、減算となる。なお、特段の事情については、必ず「居宅介護支援経過」に記録しなければならない。
・　「１カ月に１回以上利用者の居宅を訪問し、」とあるため、例えば、３月１日に前月分（２月分）として訪問し、３月１５日に３月分として訪問しても、２月分は減算となる。

・　サービス利用票は、居宅計画に基づいて作成した翌月のサービスの組み合わせについて一覧表にしたものであり、サービス利用票の確認印は利用者にそれを確認してもらうもの。訪問したことを証明するものではない。

　　⑥　介護支援専門員がモニタリングの記録を１カ月以上（改正：従前は３ヶ月以上継続）継続して記録していない場合

モニタリングの記録として行うべき内容は、具体的には、
・　利用者及びその家族の意向・満足度

・　援助目標の達成度

・　事業所との調整内容

・　新たな課題、在宅における介護の状況の変化等による居宅サービス計画の変更の必要性等について。
上記の４点について「居宅介護支援経過」に記載がなされていなければならない。項目ごとにチェックを入れる様式を用いる場合は、備考欄に記述を行うなど、より状況がわかるように記録すること。
　(2)　居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置づける場合

居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置づける場合、当該計画に、福祉用具貸与が必要な理由を記載するとともに、少なくとも６カ月に１度、サービス担当者会議を開催し、継続が必要な場合にはその理由を居宅サービス計画に記載しなければならないこととなったので留意すること。
　
　(3)　居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位置づける場合

居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位置づける場合。当該計画に、福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならないこととなったので留意すること。

　(4)　指定居宅介護支援事業所（平成18年3月31日までの指定事業所に限る。以下「既存事業所）の介護予防支援業務の委託件数の上限等経過措置の平成19年3月末までの延長について
　　①　委託件数を介護支援専門員１人あたり８件を上限とする運営等基準（省令）の規定は、既存事業所については、平成19年3月31日までこれを適用しない。
　　②　指定居宅介護支援事業所の介護報酬の取扱件数の算定に当たっては、既存事業所については、「介護予防支援業務に係る受託を受けた場合の件数」及び「経過的要介護者に係る指定居宅介護支援の件数」を含まないとする解釈通知（老企第36号）の規定は、平成19年3月31日までこれを適用しない。
　(5)　特定事業所集中減算について

すべての居宅介護支援事業所は、「居宅介護支援における特定事業所集中減算チェックシート」を作成（事業所単位で作成）し、各事業所において２年間保存しなければならない。
（具体的な算定方法、チェックシートの記載等取扱いについては、平成18年8月25日開催の指定居宅介護支援事業者集団指導のP４５～P５４を参照のこと。また、大阪府介護保険事業者支援センターホームページにチェックシート等掲載されているのでこれを活用すること。）

(6)　初回加算について
　　①　介護給付の初回加算（Ⅰ）の算定における初回加算の算定について、具体的には次のような場合に算定される。

　　　1.新規に居宅サービス計画を作成する場合

　　　2.要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成する場合

　　　3.要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成する場合

　　②　初回加算（Ⅱ）の算定における加算の算定に当たっては、初回加算（Ⅰ）の要件を満たしている場合であって、30日を超える入院・入所期間を経た後の退院・退所に当たって、病院・施設と居宅サービス計画を策定した場合に算定する。ただし、同一利用者について前回算定から６月間以上を経過していることが必要である。なお、介護老人福祉施設における在宅・入所者相互利用加算及び介護老人保健施設における試行的退所サービス費が算定されている利用者の場合には、「退院・退所」に該当せず、本加算を適用せず、初回加算（Ⅰ）を算定する。

　　※　初回加算（Ⅰ）および（Ⅱ）について、国保連の縦覧チェック等により算定に関して疑義あるものについては、随時、内容照会を行います。内容確認の為、「指定居宅介護支援費の初回加算算定要件確認表」に必要事項を記載のうえ、提出していただくことがあるのでご協力いただきたい。
　　　

２．訪問介護

　(1)　サービス提供責任者の業務について

　　①　指定訪問介護計画の作成並びに利用者等への説明を行い同意を得ること。

　　②　利用者への訪問介護計画書を交付すること。

③　指定訪問介護の実施状況の把握及び指定訪問介護計画の変更を行うこと。

　　④　指定訪問介護事業所に対する指定訪問介護の利用の申込みに係る調整を行うこと。

⑤　訪問介護員等に対する技術指導等のサービス内容の管理を行うこと。

上記の業務の内容のほか、下記のとおり行うべき業務内容が明確化されたので留意されたい。

　　⑥　利用者の状況の変化やサービスに関する意向を定期的に把握すること。

⑦　サービス担当者会議への出席等により、介護支援事業者との連携を図ること。

　　⑧　訪問介護員等（サービス提供責任者を除く）に対し、具体的な援助目標及び援助内容を指示するとともに、利用者の状況についての情報を伝達すること。
⑨　訪問介護員の業務の実施状況を把握すること。

⑩　訪問介護員に対する研修、技術指導等を実施すること。

⑪　その他サービス内容の管理について必要な業務を実施すること。

　(2)　訪問介護員等の業務について

　　　訪問介護の提供のほか、下記のとおり行うべき事項が追加されたので留意されたい。

　　①　サービス提供後、利用者の心身の状況等について、サービス提供責任者に報告を行うこと。

②　サービス提供責任者からの情報伝達を受けること。

③　サービス提供責任者が行う研修、技術指導等を受けること。

　(3)　介護給付に関する内容について

生活援助が中心である場合における1時間以上の報酬が定額となっているが（所要時間1時間以上の場合　２９１単位）、訪問介護計画等で決められた時間が、１時間以上であったとしても、さらに加算されることはなく定額の報酬が支払われるということであり、必要なサービス量の上限を付したわけではなく、居宅サービス計画や訪問介護計画に基づく必要な量のサービスを提供することが必要なのは、従前通りである。
また、１時間以上となっていることから、それ以上の時間におけるサービス提供を行った場合においても、契約により別途自費による料金の徴収をすることはできないことに留意されたい。

　(4)　介護予防訪問介護の利用回数・１回当たりのサービス提供時間について

介護予防訪問介護の利用回数や１回当たりのサービス提供時間については、介護予防サービス計画において設定された目標等を勘案し、必要な程度の量を介護予防訪問介護事業所が作成する介護予防訪問介護計画に位置づけられる。実際の利用回数やサービス提供時間については、利用者の状態の変化、目標の達成度等を踏まえ、必要に応じて変更されるべきものであり、当初の介護予防訪問介護計画に拘束されるものではない。また、過小サービスになっていないか等サービス内容の適切性については、介護予防訪問介護事業所が点検することとされていることに留意されたい。
３．訪問看護

(1)　ターミナルケア加算（介護予防は算定しない）

①　基準

1.ターミナルケアを受ける利用者に対して、２４時間連絡体制を確保し、かつ必要に応じて指定訪問看護を行うことができる体制を整備していること。

2.ターミナルケアの提供について、利用者の身体状況の変化等必要な事項が適切に記録されていること。

②　留意事項
　　　　ターミナルケアの提供においては、下記の内容が訪問看護記録書に記録されていなければならない。
　1. 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護の記録

2. 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケアの経過についての記録

　　　3. 見取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用者及び家族の以降を把握し、それに基づくアセスメント及び対応の経過の記録

　(2)　理学療法士等による訪問看護の回数について

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問看護は、その訪問が看護業務の一環としてのリハビリテーションを中心としたものである場合に、保健師又は看護師の代わりに訪問させるという位置づけのものであり、訪問看護計画において、理学療法士等の訪問が保健師または看護師による訪問の回数を上回るような設定がなされることは適切ではないとされたことに留意されたい。
４．訪問リハビリテーション

　(1)　リハビリテーションマネジメント加算の算定について
加算の算定をするに当たっては、下記のプロセスを経ていなければならないことに留意されたい。

①　利用開始時にその者に対するリハビリテーションの実施に必要な情報を収集し、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、介護職員その他職種の者が協働し、リハビリテーションに関する解決すべき課題の把握（アセスメント）、それに基づく評価を行い、リハビリテーション実施計画を作成し、利用者またはその家族に説明し同意を得ること。

②　必要に応じて、介護支援専門員を通して、他の居宅サービス事業所のサービス担当者に対してリハビリテーションに関する情報伝達（日常生活上の留意点、介護の工夫等）や連携を図るとともに居宅サービス計画の変更依頼を行うこと。

③　概ね３カ月毎にリハビリテーションに関するアセスメントとそれに基づく評価を
行い、リハビリテーション実施計画の見直しを行い、その内容を利用者またはその
家族に説明し、同意を得ること。
短期リハビリテーション実施加算を算定している利用者については、病院等からの退院（所）日又は認定日から起算して１カ月以内の期間にもアセスメントと評価を行うこと。
④　利用を終了する前に関連スタッフによる終了前リハビリテーションカンファレ
ンスを行うこと。

⑤　利用終了時には、サービス担当者会議等を通じて、居宅介護支援事業所の介護支援専門員や利用者の主治の医師に対して情報提供を行うこと。
　　⑥　当該加算の算定にあたっては、リハビリテーション実施計画原案を、利用者又はその家族に説明し、同意を得た日から開始すること。
　(2)　集中的なリハビリテーション

集中的なリハビリテーションについては、１週につき概ね２回以上実施すること。
５．通所介護

　(1)　規模別報酬設定

　　○小規模通所介護費

　　　前年度の１月当たり平均利用延人員（要支援を含む）が３００人以内の事業所

　　○通常規模型通所介護

　　　前年度の１月当たり平均利用延人員（要支援を含む）が３００人を超える事業所

　　○大規模事業所

　　　前年度の１月当たり平均利用延人員（要支援を含む）が９００人を超える事業所

　(2)　個別機能訓練加算について
１日１２０分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名配置して行うこと。

加算の算定をするに当たっては、下記のプロセスを経ていなければならないことに留意されたい。

　　①　機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種のものが共同して、利用者ごとにその目標、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作成し、これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施方法等について評価等を行うこと。
　　②　開始時及びその３カ月後に１回以上利用者に対して個別機能訓練計画の内容を説明し、記録すること。
　(3)　栄養ケアマネジメント加算
①　基準

1. 管理栄養士を１名以上配置して行うこと。

2. 算定できる利用者は、BMIが標準を大きく下回る者、体重の減少が認められる者、栄養面や食生活上に問題がある者など、栄養改善サービスの提供が必要と認められる者とすること。
②　留意事項
加算の算定をするに当たっては、下記のプロセスを経ていなければならないことに留意されたい。
1. 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。
2. 利用開始時に、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種のものが暫定的に利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、栄養アセスメント（栄養状態に関する解決すべき課題の把握）を行い、栄養食事相談に関する事項（食事に関する内容の説明等）、解決すべき栄養管理上の課題等に対し関連職種が共同して取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を作成し、利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。
3. 栄養ケア計画に基づき、管理栄養士等が利用者ごとに栄養改善サービスを提供し、実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。

4. 利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、概ね３カ月ごとに体重測定する等により栄養状態の評価を行い、その結果を担当介護支援専門員や利用者の主治の医師に対して情報提供をすること。
5. 概ね3ヶ月ごとの評価の結果、引き続き算定する場合においては、継続的に管理栄養士等がサービス提供を行うことにより栄養改善の効果が期待できるとサービス担当者会議等を通じて認められるもので、次のイからハのいずれかに該当するものであること。
　　　　　イ　BMIが概ね１８．５未満の者又はサービス提供期間中に、概ね３％以上の体重減少が認められる者
　　　　　ロ　健康診断等の結果が活用できる場合については、血清アルブミン値３．５ｇ／dl以下である者、活用できない場合については、管理栄養士による情報収集の結果、家庭等における食事摂取に係る問題が解決していないと認められる者

　　　　　ハ　経腸栄養法又は静脈栄養法を行っている者であって、経口摂取の可能性がある者など、引き続き管理栄養士による栄養管理が必要と認められる者
　(4)　口腔機能向上加算
①　基準
1. 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して行うこと。

2. 算定できる利用者は、口腔清潔に問題のある者、摂取・嚥下機能に問題がある者など、口腔機能向上サービスの提供が必要と認められる者。
　　②　留意事項

加算の算定をするに当たっては、下記のプロセスを経ていなければならないことに留意されたい。
1. 利用者ごとの口腔機能を、利用開始時に把握すること。

2. 利用開始時に、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種のものが暫定的に利用者ごとの口腔清潔、摂食・嚥下機能に関する解決すべき課題の把握を行い、関連職種が共同して取り組むべき事項等を記載した口腔機能改善管理指導計画を作成し、利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。

3. 口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士等が利用者ごとに口腔機能向上サービスを提供し、実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。

4. 概ね３カ月ごとに口腔機能状態の評価を行い、その結果を担当介護支援専門員や利用者の主治の医師、歯科医師に対して情報提供をすること。

5. 概ね3ヶ月ごとの評価の結果、引き続き算定する場合においては、継続的に歯科衛生士等がサービス提供を行うことにより口腔機能の向上の効果が期待できるとサービス担当者会議等を通じて認められるもので、次のイ、ロのいずれかに該当するものであること。
　イ　反復唾液嚥下テストが３回未満など、嚥下が困難と認められる状態の者

　ロ　上肢機能に障害があるなど利用者本人による口腔清掃が困難であり、かつ、利用者を日常的に介護している家族、訪問介護員等に対する指導も不十分であることなどから、口腔衛生上の問題を有する者

　(5)　若年性認知症ケア加算について
①　一般の利用者とはサービス内容やサービス提供の場を別に行うこと。

　　②　サービス内容は、授産作業的なアクティビティ、スポーツ、創作的活動等の若年者としてのニーズを踏まえたプログラムとすること。
③　利用者の家族に対して相談支援を行うとともに、若年性認知症に対する情報収集と情報提供に努めること。地域に家族会がある場合など、必要に応じ家族会との情報交換や市町村等を通じた家族会に対する情報提供にも配慮されたい。
６．介護予防通所介護
(1)　運動器機能向上加算について

　①　基準
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師またはあん摩マッサージ指圧師（以下理学療法士という）を1名以上配置して行うこと

　　②　留意事項
　　　　加算の算定をするに当たっては、下記のプロセスを経ていなければならないことに留意されたい。
　　　1. 利用者ごとに看護職員等の医療従事者による運動器機能向上サービスの実施にあたってのリスク評価、体力測定等を実施し、サービスの提供に際して考慮すべきリスク、利用者のニーズ及び運動器の機能の状況を、利用開始時に把握すること。
　　　2. 理学療法士等が、暫定的に、利用者ごとのニーズを実現するための概ね3カ月程度で達成可能な目標（長期目標）及び長期目標を達成するための概ね1カ月程度で達成可能な目標（短期目標）を設定すること。また、長期目標及び短期目標については、介護予防支援事業者において作成された当該利用者に係る介護予防サービス計画と整合が図れたものであること。
　　　3. 長期目標及び短期目標を踏まえ、理学療法士等、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、当該利用者ごとに、実施する運動の種類、実施期間、実施頻度、1回あたりの実施時間、実施形態等を記録した運動器機能向上計画を作成すること。実施期間については、運動の種類によって異なるものの、概ね3カ月間程度とすること。また作成した運動器機能向上計画については、運動機能向上サービスの提供による効果、リスク、緊急時の対応等と併せて利用者に分かりやすい形で説明し、同意を得ること。
　　　4. 運動器機能向上計画に基づき、利用者ごとに運動器機能向上サービスを提供すること。提供する運動器機能向上サービスについては、国内外の文献等において介護予防の観点からの有効性が確認されている等の適切なものとすること。また、運動器機能向上計画に実施上の問題点（運動の種類の変更の必要性、実施頻度の変更の必要性等）があれば直ちに当該計画を修正すること。
　　　5. 短期目標に応じて、概ね1月間毎に、当該短期目標の達成度と客観的な運動器の機能の状況についてモニタリングを行うとともに、必要に応じて運動器機能向上計画の修正を行うこと。

　　　6. 運動器機能向上計画に定める実施期間終了後に、利用者毎に、長期目標の達成度及び運動器の機能の状況について、事後アセスメントを実施し、その結果を当該利用者に係る介護予防支援事業者に報告すること。介護予防支援事業者による当該報告も踏まえた介護予防マネジメントの結果、運動器機能向上サービスの継続が必要であるとの判断がなされる場合については、上記の流れにより、継続的に運動器機能向上サービスを提供すること。

　(2)　栄養改善加算について
　　　介護給付における加算の取扱いと基本的に同じ。

　(3)　口腔機能向上加算

　　　介護給付における加算の取扱いと基本的に同じ。

７．通所リハビリテーション

(1)　栄養ケアマネジメント加算、口腔機能向上加算、若年性認知症ケア加算については、通所介護と同様
　
　(2)　リハビリテーションマネジメント加算について
加算の算定をするに当たっては、下記のプロセスを経ていなければならないことに留意されたい。
　　①　利用開始時にその者に対するリハビリテーションの実施に必要な情報を収集し、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、介護職員その他職種の者が暫定的に、リハビリテーションに関する解決すべき課題の把握、それに基づく評価をし、他職種協働により開始時リハビリテーションカンファレンスを行い、リハビリテーション実施計画原案を作成し、利用者またはその家族に説明し同意を得ること。
②　原案に基づいてリハビリテーションやケアを実施しながら、概ね２週間以内及び
概ね３カ月毎に関連スタッフがアセスメントとそれに基づく評価を行い、他職種協働によりリハビリテーションカンファレンスを行いリハビリテーション実施計画を作成し、利用者またはその家族に説明し、同意を得る。
短期集中リハビリテーション実施加算を算定している利用者については、病院等からの退院（所）日又は認定日から起算して１カ月以内の期間にもアセスメントと評価を行うこと。

また、リハビリテーションカンファレンスの結果、必要と判断された場合は、利用者の担当介護支援専門員を通して、他の居宅サービス事業所に対してリハビリテーションに関する情報伝達（日常生活上の留意点、介護の工夫等）や連携を図るともに、居宅サービス計画の変更の依頼を行うこと。

　　③　利用を終了する前に関連スタッフによる終了前リハビリテーションカンファレンスを行うこと。（居宅介護支援事業所の居宅介護支援専門員や他のサービス事業所のサービス担当者等の参加を求めること）。
　　④　利用終了時には居宅介護支援事業所の居宅介護支援専門員や利用者の主治の医師
に対して情報提供を行うこと。
　⑤　当該加算の算定にあたっては、リハビリテーション実施計画原案を、利用者又はその家族に説明し、同意を得た日から開始すること。
⑥　短期集中リハビリテーション実施加算については、３カ月以内について、１週につき概ね２回以上実施し、個別のリハビリテーションを１日に４０分以上行うこと。
◎通所介護・通所リハビリテーション（介護予防含む）人員欠如・定員超過の考え方
前月の平均で人員欠如・定員超過があれば、次の月の全利用者について、所定単位数の７０％を算定しなければならない。（毎月、月末時点で計算を行い、翌月減算対象とならないかどうかについて、各事業所で確認すること）
人員欠如及び定員超過の減算は、介護予防通所系サービスにおいて月額定額報酬となったため、減算取扱いについては、従来の一日単位での減算から、予防給付及介護給付の両方において月単位での減算に変更となった。

　　　※　前月の平均で定員超過・人員欠如があれば、次の月の全部の利用者について所定単位数を７０％の算定とする。

なお、本取扱いは、国保連での審査にかからないため指導監査での事後チェックとなる。
(1)　定員超過減算


(2)　人員欠如減算
【人員欠如についての計算式】
＊看護職員の場合

　　通所介護における看護職員は、月平均で１名以上の配置の基準となっている。この人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合に、翌月分を減算することとする。
　　（算定式・単位ごと）

　　　　　　サービス提供日に配置された延べ人数　　　　　≧　　０．９
　　　　　　　　　　サービス提供日　　　　　　　　　　　
　　　　⇒　減算されない
＊介護職員の場合
　　　　　　　　　１月の従業者の総サービス提供時間　　　　　　
　　　（届け出ている１日のサービス提供時間）×１月の営業日数
上記の答えが、

　　　　　　　１日あたりの人員基準上必要な人員の合計数　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　１月の営業日数

を下回っている場合に人員欠如として次の月の全利用者所定単位数の７０％を算定。

したがって、減算の対象とはならない場合でも、１日単位で見ると、人員基準に違反する場合があることに留意されたい。

※　通所系サービスの定員超過、人員欠如減算の判定の例については、

「大阪府介護保険情報　介護保険事業者支援センター
様式集　通所系サービスに係る定員超過及び人員欠如減算について」
を参照のこと。
８．福祉用具貸与

　(1)　指定居宅介護支援と福祉用具専門員相談員の関係
①　指定介護予防支援の運営等基準（再掲）

居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置づける場合、当該計画に、福祉用具貸与が必要な理由を記載するとともに、少なくとも６カ月に１度、サービス担当者会議を開催し、継続が必要な場合にはその理由を居宅サービス計画に記載しなければならないこととなったので留意すること。

　　（主治の医師からの情報伝達及びサービス担当者会議の結果を踏まえ、介護支援専門員が記載する）。
②　福祉用具貸与の運営等基準
　　（上記①により）⇒　福祉用具専門相談員は、サービス担当者会議等を通じて、福祉用具の適切な選定のための助言及び情報提供を行う等の必要な措置を講じなければならない。
　　　また、介護支援専門員は、少なくとも６カ月に１回その理由について検証（必要な理由を記載した内容が、現在の利用者の心身状況及びその置かれている環境等に照らして妥当なものかどうかの検証）を行い、継続が必要な場合には、その理由を居宅サービス計画に記載しなければならない。
　　　⇒　よって、福祉用具専門相談員は、サービス担当者会議等を通じて、福祉用具の適切な選定のための助言及び情報提供を行う等の必要な措置を講じなければならない。
　(2)　給付制限品目に係る算定の可否の判断基準についての適正化について
　①　給付制限
　　　要介護１、要支援１及び要支援２の者の「車椅子」、「車椅子付属品」、「特殊寝台」、「特殊寝台」、「特殊寝台付属品」、「床ずれ防止用具」、「体位変換器」、「認知症老人徘徊感知機器」及び「移動用リフト」については、原則的に算定できない。
　　②　算定の可否の判断基準
1. 基本調査の直近の結果を用い、厚生労働大臣が定める者等（平成12年厚生省告示第２３号）第１９号（イ）で定める状態像に該当する者であるか。
・指定福祉用具貸与事業者は介護支援事業者から「調査票の写し」の内容が確認できる文書の入手し、サービス記録と併せて保存しなければならない。

　　※　羽曳野市の被保険者については、基本調査（調査票の写し）を送付しているため、介護支援専門員は、被保険者から当該基本調査結果を入手できる。

2. 上記1.の基本調査結果がない場合の判断基準
アの（二）「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者」及びオの（三）「生活環境において段差の解消が必要と認められる者」については、基本調査結果がないため、主治の医師から得た情報及び福祉用具専門相談員のほか軽度者の状態像について適切な助言が可能な者が参加するサービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより、指定介護支援事業者が判断することとなる。
また、この判断の見直しについては、居宅サービス計画に記載された必要な理由を見直す頻度（少なくとも６カ月に１回）で行うこと。
	対象外科目
	厚生労働大臣が定める者のイ
	厚生労働大臣が定める者のイ
に該当する基本調査の結果

	ア　車椅子及び
　　車椅子付属品
	次のいずれかに該当する者
（1） 日常的に歩行が困難な者
（2） 日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者
	⇒基本調査２－５「３　できない」
⇒該当する基本調査結果がない

	イ　特殊寝台及び
　　特殊寝台付属品
	次のいずれかに該当する者
（1） 日常的に起き上がりが困難な者
（2） 日常的に寝返りが困難な者
	基本調査２－２「３　できない」
基本調査２－１「３　できない」

	ウ　床ずれ防止用具
　　体位変換器
	日常的に寝返りが困難な者
	基本調査２－１「３　できない」

	エ　認知症老人徘徊感知機器
	次のいずれにも該当する者
（1） 意思の伝達、介護者への反応、記憶理解のいずれかに支障がある者
（2） 移動において全介助を必要としない者
	基本調査６－３「１　普通」以外又は
基本調査６－４「１　介護者の指示が通じる」以外又は
基本調査６－５（ア～カ）のいずれか
「２　できない」又は
基本調査７（ア～テ）のいずれか
「１　ない」以外
基本調査２－７「４　全介助」以外

	オ　移動用リフト
　（つり具部分除く）
	次のいずれかに該当する者
（1） 日常的に立ち上がりが困難な者
（2） 移乗が一部介助又は全介助を必要とする者
（3） 生活環境において段差の解消が必要と認められる者
	基本調査３－１「３　できない」
基本調査２－６「３　一部介助」又は
「４　全介助」
⇒該当する基本調査結果がない


◎その他

　(1)　介護予防訪問介護サービスにおける生活援助及び外出介助並びに軽度者（要支援者及び要介護１）に対する福祉用具貸与に関する取扱いについて
　　　羽曳野市における一定の判断基準を定めていく予定としている。
　　　福祉用具貸与については、該当する認定調査の基本調査がないもの、例えば車椅子についても主治の医師の意見のみではなく、医師の意見も踏まえつつ、外出先及びその頻度等、一定のチェック項目等の判断基準を作成していく予定です。

　(2)　サービス利用制限を端緒とする「区分変更」の取扱いについて
　　　区分変更については、サービスを利用するが為の変更申請ではないということはいうまでもない。変更申請は、あくまでも心身の状況の変化によるものであるという制度の原則を踏まえることに留意されたい。
　(3)　訪問介護サービスにおける生活援助の１時間以上の定額報酬について

　　　前述の記載通り、訪問介護サービスにおける生活援助については、1時間以上の報酬が定額となった。これは必要なサービスの上限を付したわけではなく、居宅サービス計画や訪問介護計画に基づく適切かつ必要な量のサービスを提供することが必要な場合は、当該サービス提供されるものである。
利用者又はその家族から、「介護支援専門員又は訪問介護員等から「１時間しかサービスが出来なくなった。」と言われて困っている」と、羽曳野市への相談・苦情が少なからず発生している。
制度の改正について正しく説明していただくことにご協力願いたい。
　　　　　　前月の利用者数　　　　　　　＝　前月の平均利用者数


前月においてサービス提供を行った日数





運営規程に定める利用定員　＞　前月の平均利用者数……翌月減算なし


運営規程に定める利用定員　＜　前月の平均利用者数……翌月減算あり
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